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聴覚障害があっても社会活動に参加すると 

認知症を予防できる 

～聴覚の問題がある人では認知症を２倍発症しやすい～ 

 

高齢者の認知症発症に関連する危険因子として、聴覚障害があります。しかし、聴覚障害の対応

は補聴器などしかありません。 

そのため、約5万4千人の高齢者の大規模データを用いて、聴覚障害への通院歴について調査を

し、認知症の発症や認知症の予防に関連するとされる社会的交流や活動について6年間の追跡調

査を行いました。 

調査対象者のうち、聴覚障害がある人とない人に分けて分析を行いました。6年後に認知症を発症

した人は、聴覚障害ありの人では21.3％、聴覚障害なしの人では10.4％でした。聴覚障害がある人と

ない人の社会活動や交流との関連について調べた結果、趣味やスポーツの会への参加といった他

者とのコミュニケーションをはじめとした社会的交流や活動が認知症の発症に関連していました。 

 聴覚障害のある人の社会的活動と認知症の発症の関連が明らかになりました。スポーツや趣味

の会への参加は強い関連がみられ、これらの参加機会をもつことは、認知症の発症リスク軽減につな

がる可能性が示唆されました。 
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聴力障害の有無と認知症発症の関連

活動頻度月 1 回以上、趣味ありと比較した場合のハザード比 

調整変数：年齢・性別・主観的健康観・ADL・喫煙・抑うつ・等価所得・教育年数・婚姻状況 

これらの影響を統計学的な方法で取り除き分析を行った  

￥
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■背景  

認知症の危険因子のひとつに聴覚障害がある。聴覚障害者の認知症発症の関連因子は報告されていない。この

研究では、地域に住む高齢者を6年追跡し、認知症発症のリスク因子の検討を行った。社会的な活動を行うことに

よる聴覚障害者の認知症予防の可能性について明らかにすることが目的である。 

■対象と方法 

2010年に質問紙調査に回答した65歳以上の要介護認定を受けていない者のうち、ADL重度、調査期間中の死

亡、追跡365日以下を除いた53549人を対象として6年間追跡した。目的変数は認知症の発症、説明変数は年

齢・性別、主観的健康観、ADL、喫煙、抑うつ、同居者の有無、等価所得、教育年数、婚姻状況、社会活動と交流

機会を用いた。聴覚障害の有無を層別化し、Cox比例ハザード回帰分析で認知症発症のハザード比を求めた。 

■結果 

認知症発症者は聴覚障害あり 860名（21.3％）、聴覚障害なし 5149人（10.4％）であった。聴覚障害なしでは全

ての変数で有意差が確認された。聴覚障害ありでは同居者の有無以外の変数では有意差が確認された。

（P<0.01）。社会活動と認知症発症までの時間との関連性を検証した生存分析の結果、聴覚障害ありでは、外出

頻度月 1回未満（HR 2.42, 95%CI 1.64-3.56）、スポーツの会の月 1回未満（HR 2.20、95％CI 1.55-3.13）、趣

味の会の月 1回未満（HR 1.76, 95%CI 1.388-2.23）、友人と会う月 1回未満(HR 1.36, 95%CI 1.13-1.65）であっ

た。聴覚障害なしでは、外出頻度月 1 回未満（HR 2.32, 95%CI 1.92-2.80）、スポーツの会の月 1 回未満（HR 

1.42、95％CI 1.28-1.58）、趣味の会の月 1 回未満（HR 1.47, 95%CI 1.36-1.60）、友人と会う月 1 回未満(HR 

1.33, 95%CI 1.23-1.58）であり、聴覚障害ありで HRが高かった。 

■結論  

 聴覚障害がない人と比べて、聴覚障害者では社会的な交流や活動が少ない人で認知症を発症リスクが高いこと

が明らかとなった。聴覚障害者にとって、社会的な交流や活動の機会を維持することは、認知症の予防につながる

可能性がある。 

■本研究の意義  

 認知症の危険因子として最も高いと報告されている聴覚障害への対応において、補聴器などの補聴手段以外の

方法として、認知症を予防できる可能性が示唆された。認知症を発症した人は、聴覚障害では 21.3％、健常聴力

では 10.4％だった。聴覚障害がない人と比べて、聴覚障害がある人では、社会的な交流や活動は、聴覚機能を通

して認知機能と関連している可能性が考えられる。聴覚障害者において、社会的な交流や活動の機会を維持する

ことは、認知症の予防につながる可能性がある。 
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